
【問】 

私(C)の祖父(A)は、X1年 1月に死亡しました（以下「1

次相続」）。祖父はすべての財産 1,000を私の父(B)に相続

させるという遺言を残しており、これに対して叔母(Z)が

遺留分侵害額請求をしてきました。 

また、X1 年 2 月、父(B)が死亡しました（以下「2 次

相続」）。父はすべての財産を私(C)に相続させるという遺

言を残していました。 

祖父(A)の相続税の申告期限までに叔母(Z)への支払

額が確定しなかったため、1 次相続に係る父(B)の相続

税申告は、祖父(A)の遺言通り、父(B)が 1,000すべてを

相続したものとして、X1年 11月に行いました。 

また、父(B)の相続税の申告期限までにも叔母(Z)への

支払額が確定しなかったため、2次相続に係る私(C)の相

続税申告は、父(B)に祖父(A)から相続した 1,000 の財産

があるものとして、X1年 12月に行いました。 

その後、X2年 2月に、遺留分侵害額請求に基づく支払

額が確定し、叔母へは 200 を支払うこととなり、その結

果、父(B)が相続した財産は 800となりました。 

この場合、1次相続に係る父(B)の相続税申告、及び 2

次相続に係る私(C)の相続税申告において、更正の請求

をすることはできますか？ 
 
〔親族関係図〕 

 
 

 

 

 

 

 

〔1次相続に係る課税価格〕 

課税価格 B Z 合計 

当初申告 1,000 0 1,000 

遺留分侵害額請求に

基づく支払額確定 

800 

→更正の請求 

200 

→期限後申告 

1,000 

 
 
〔2次相続に係る課税価格（1次相続の影響のみ記載）〕 

課税価格 C 合計 

当初申告 1,000 1,000   

1 次相続に係る 

遺留分侵害額請求に

基づく支払額確定 

800？ 

→更正の請求は可能？ 

800？ 

 

 

【回答】 

1 次相続に係る B の相続税申告については、更正の請

求をすることができます。一方、2 次相続に係る C の相

続税申告については、更正の請求をすることができない

と考えます。 

【解説】 

1 相続税法における更正の請求 

相続税の申告書を提出した者は、遺留分侵害額請求

に基づき支払うべき金銭の額が確定したことにより、

その申告に係る課税価格及び相続税額が過大となっ

たときは、その確定したことを知った日の翌日から 4

か月以内に、更正の請求をすることができます。 

2 本問への当てはめ 

(1) 1 次相続に係る B の相続税申告 

上記 1 の規定のとおり、B（実際に手続をするのは

その相続人）は、更正の請求をすることができます。 

なお、1 次相続に係る相続税申告について B が更正

の請求をする場合、Z が期限後申告をしなければ、Z は

決定処分を受けることになります。ただし、更正の請

求及び期限後申告をしたとしても、しなかった場合と

比べて相続税の総額は変わらないため、実務的にはこ

れらの申告等を行なわず、当事者の B・Z 間で修正税

額の精算のみを行うこともあります。 

(2) 2 次相続に係る C の相続税申告 

上記 1 のアンダーラインの箇所は、次の波線のよう

な言葉を補って解釈するものと考えます。 

「その者（遺留分侵害額請求をされた相続に係る申告

書を提出した者）が 遺留分侵害額請求に基づき支払

うべき金銭の額が確定したことにより、その 遺留分

侵害額請求をされた相続の 申告に係る課税価格及び

相続税額が過大となったときは、」 

すなわち、上記 1 の規定は、遺留分侵害額請求をさ

れた相続に係る申告（本問の場合、1 次相続に係る申

告）に関しての更正の請求について定められたもので

あり、遺留分侵害額請求とは直接関係のない申告（本

問の場合、2 次相続に係る申告）についても更正の請

求を認めるという規定ではないと解されます。また、

本問の場合、国税通則法の更正の請求事由にも該当し

ません。したがって、C は、2 次相続に係る相続税に

ついて更正の請求をすることはできないと考えます。 

3 最後に 

上述のとおり、相続税法における更正の請求の規定

は本問の場合の 2 次相続については適用されず、その

結果、C は 1 次相続において B が相続しないこととな

った財産 200 についても 2 次相続で相続税を負担しな

ければならないことになると考えます。 

（参考：大阪国税局WAN質疑応答事例検索システム相続税関係 2929） 

2 次相続の申告後に、1 次相続に係る遺留分侵害額請求に基づく支払額が確定した場合 
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